別記第1号様式（第２条関係）

	受付番号
	


登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　北海道知事　様
　　　　　　　　　　　申請者（設置者）　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人等名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
次の事業所について、社会福祉士及び介護福祉士法第48条の３第１項の規定による喀痰吸引等業務（又は、法附則第27条の規定による特定行為業務）の登録を受けたいので、同条第２項（又は、法附則第27条第２項において準用する同条第２項）の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。
	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事 業 所
	フリガナ
	

	
	名　称
	

	
	所 在 地
	（郵便番号　　　　　－　　　　　　）

　北海道　　　　　　市　町　村

	
	電話番号
	

	設置者
	電話番号
	
	個人・法人の種別
	

	
	フリガナ
	
	代表者の職名
	

	
	代表者氏名
	
	代表者の生年月日
	年　　月　　日

	事業種別（別表により該当する番号を右欄に記載すること）
	

	実施する喀痰吸引等の行為（特定行為）
	業務開始予定年月日

	
	１　口腔内の喀痰吸引
	年　　　月　　　日

	
	２　鼻腔内の喀痰吸引
	年　　　月　　　日

	
	３　気管カニューレ内部の喀痰吸引
	年　　　月　　　日

	
	４　胃ろう又は腸ろうによる経管栄養
	年　　　月　　　日

	
	５　経鼻経管栄養
	年　　　月　　　日

	介護福祉士・認定特定行為業務従事者氏名
	「別記第１号様式の２」のとおり

	本申請に係る

連絡先
	担当者　：
電　話　：
メール　：


※裏面を参照してください。

※両面印刷でない場合、裏面は添付不要。
※（別表）は、添付不要。
備考
【新たに登録を受ける場合】

	１　「受付番号」「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録番号」欄は、記載しないでください。

２　「個人・法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「一般社団法人」「一般財団法人」「株式会社」「有限会社」等の別を、個人である場合は「個人」と記載してください。

３　「事業種別」欄は、別表により、該当する番号を記載してください。

４　「実施する喀痰吸引等の行為（特定行為）」欄は、該当する行為の左欄に「○」を記載してください。

５　「業務開始予定年月日」欄は、該当する行為ごとに、業務の開始予定年月日を記載してください。具体的な予定日が定まっていない場合やできるだけ早く業務を開始したい場合は、「登録後すぐ」と記載してください。
６　次の書類を添付してください。
 (1)　設置者に関する書類

ア　設置者が法人である場合

法人の定款又は寄附行為及び登記事項証明書（省令第26条の２第１項関係）

イ　申請者が個人である場合

住民票の写し（省令第26条の２第２項関係）※市役所等から交付されたもの。

(2)　介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿（別記第１号様式の２）及び介護福祉士登録証等の写し
(3)　社会福祉士及び介護福祉士法第48条の４各号に該当しないことを誓約する書面（第１号様式の３）（省令第26条の２第３項関係）

(4)　登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類（別記第１号様式の４）及び業務方法書を含む確認書類（省令第26条の２第４項関係）


（別表）添付不要
	区　分
	事　業　種  別
	番　号

	１　老人福祉法・介護保険法関係の施設・事業
	訪問介護
	１－１

	
	訪問入浴介護
	１－２

	
	通所介護
	１－３

	
	短期入所生活介護
	１－４

	
	特定施設入居者生活介護
	１－５

	
	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	１－６

	
	夜間対応型訪問介護
	１－７

	
	認知症対応型通所介護
	１－８

	
	小規模多機能型居宅介護
	１－９

	
	認知症対応型共同生活介護
	１－１０

	
	地域密着型共同生活介護
	１－１１

	
	地域密着型介護老人福祉施設
	１－１２

	
	看護小規模多機能型居宅介護
	１－１３

	
	介護老人福祉施設
	１－１４

	
	介護老人保健施設
	１－１５

	
	上記以外の施設・事業
	１－１６

	２　障害者総合支援法・児童福祉法（障害児）関係施設・事業
	居宅介護
	２－１

	
	重度訪問介護
	２－２

	
	行動援護
	２－３

	
	同行援護
	２－４

	
	重度障害者等包括支援
	２－５

	
	生活介護
	２－６

	
	短期入所（医療型短期入所を除く）
	２－７

	
	共同生活介護（ケアホーム）※H26.4からグループホームに一元化
	２－８

	
	自立訓練（機能訓練）
	２－９

	
	自立訓練（生活訓練）
	２－１０

	
	宿泊型自立訓練
	２－１１

	
	就労移行支援
	２－１２

	
	就労継続支援Ａ型
	２－１３

	
	就労継続支援Ｂ型
	２－１４

	
	共同生活援助（グループホーム）
	２－１５

	
	障害者支援施設（昼間サービスとして生活介護を行うもの）
	２－１６

	
	障害者支援施設（昼間サービスとして生活介護を行わないもの）
	２－１７

	
	児童発達支援（医療型児童発達支援を除く）
	２－１８

	
	放課後等デイサービス
	２－１９

	
	障害児入所施設（医療型障害児入所施設を除く）
	２－２０

	
	上記以外の施設・事業
	２－２１

	３　生活保護法関係の施設
	救護施設
	３－１

	
	更生施設
	３－２

	
	上記以外の施設・事業
	３－３

	４　その他
	特別支援学校
	４－１

	
	保育所
	４－２

	
	上記以外の施設・事業
	４－３


